提出書類チェックリスト（中小企業者向け支援　補助率２／３）

提出漏れがないかチェックし、所轄の経済産業局に提出してください。

提出にあたって、紙媒体については下記の順番で資料をセットし、２部ずつ提出してください。

また、これらの資料の電子媒体をＣＤ－Ｒで２枚提出してください。

	ﾁｪｯｸ欄
	提出書類
	掲載Ｐ
	備　　　　　考

	
	公募申請書
	
	

	
	総括表
	
	

	
	広域図（市内全域及び必要に応じ周辺市町村の状況が分かるもの）
	
	別紙１－１（Ａ３版）

	
	中活エリア図
	
	別紙１－２（Ａ３版）

	
	近辺図（事業の実施場所、他事業との連携が分かるもの）
	
	別紙１－３（Ａ３版）

	
	完成イメージ図
	
	別紙１－４（Ａ３版）

	
	事業の実施場所、周辺商店街等の状況が分かる写真
	
	別紙２

	
	事業スケジュール及び工程表
	
	別紙３

	
	戦略的中心市街地商業等活性化支援事業要望調書【地域基準】
	
	別紙４－１

	
	戦略的中心市街地商業等活性化支援事業要望調書【事業基準】
	
	別紙４－２

	
	戦略的中心市街地商業等活性化支援事業要望調書【事業基準】
活性化支援事業（ソフト事業）　経費等明細書
	
	別紙４－３

	添付資料(任意様式）

	
	工事概算見積書及び総括表の経費の積算根拠となる事業の計画書
	
	添付資料１

	
	設計書及び工法比較検討資料
	
	添付資料２

	
	事業の収支計画、資金調達計画、総合収支計画、年度別資金計画
	
	添付資料３

	
	事業者の直近２期の決算書類
	
	添付資料４

	
	当該事業の実施について合意形成を証する資料
	
	添付資料５

	
	事業実施の必要性の根拠となる各種調査結果
	
	添付資料６

	施設整備事業の実施の際に必要な書類

	■再開発事業に係る保留床を取得して事業を実施する場合
	※該当する事業に必要な資料を資料番号「添付資料７」から順番よく並べてください。

	
	当該再開発事業全体像を説明する資料
	
	

	
	床価格の算出基礎及び周辺類似施設における床価格を説明する資料
	
	

	■テナントミックス管理に資するための店舗を設置する場合
	

	
	施設管理運営者についての資料
	
	

	
	テナントミックス管理に資する根拠資料
	
	

	
	入居（予定）テナントについての資料
	
	

	
	テナント管理運営の方法についての資料
	
	

	
	テナント契約書及びテナント配置図
	
	

	■アーケード設置やファサード整備等を行う場合
	

	
	デザインコンセプト、視覚効果等の説明資料
	
	

	■多目的ホールや教養文化施設等一般公衆利便施設を設置する場合
	

	
	周辺類似施設の概要や利用状況を説明しうる資料
	
	

	
	当該施設を新たに設置しなければならない具体的な理由
	
	

	参考資料

	
	参考資料一式
	
	


公募申請受理確認書

１．申請者名（事業実施者名）　：

２．全体事業名　：

３．公募申請提出日　：　平成　　年　　月　　日

４．特記事項

	経済産業局受付者サイン

	印









平成　　年　　月　　日


経済産業局長　殿
（沖縄県の場合は内閣府沖縄総合事務局長　殿）







　　住　所






　　申請者







　　名　称










　　　　　　　　印

平成２２年度戦略的中心市街地商業等活性化支援事業公募申請書

　戦略的中心市街地商業等活性化支援事業費補助金の交付を受けたいので公募申請書を提出いたします。
記
1． 補助事業の名称

2． 補助事業の目的

３．補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金交付申請額
（１）施設整備事業

　　　①補助事業に要する経費　金　　　　　　　　　　　　円

　　　②補助対象経費　　　　　金　　　　　　　　　　　　円

　　　③補助金交付申請額　　　金　　　　　　　　　　　　円

　（２）活性化（支援）事業
　　　①補助事業に要する経費　金　　　　　　　　　　　　円

　　　②補助対象経費　　　　　金　　　　　　　　　　　　円

　　　③補助金交付申請額　　　金　　　　　　　　　　　　円

　（３）中心市街地活性化協議会事務局支援事業

　　　①補助事業に要する経費　金　　　　　　　　　　　　円

　　　②補助対象経費　　　　　金　　　　　　　　　　　　円

　　　③補助金交付申請額　　　金　　　　　　　　　　　　円

　（４）合計

　　　①補助事業に要する経費　金　　　　　　　　　　　　円

　　　②補助対象経費　　　　　金　　　　　　　　　　　　円

　　　③補助金交付申請額　　　金　　　　　　　　　　　　円
４．補助事業完了予定期日

　　　平成　　年　　月　　日

（備考）

　　１．上記３．において（１）のみに該当するもの（中心街再生事業）がある場合は（４）の記載を省略できるものとする。

　　２．上記３．において（２）のみに該当するものがある場合は（４）の記載を省略できるものとする。

　　３．上記３．において（３）のみに該当する場合は（４）の記載を省略できるものとする。

　　４．上記３．（１）から（３）の事業ごとに必要な資料を添付すること。
　　５．消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を減額して報告する場合は、次の算式を明記すること。

　　　　　補助金所要額－消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額＝補助金額
　６．用紙の大きさは、日本工業規格に定めるＡ列４番とし、縦位置左横とじとすること。
総括表





(事業者記載）

	都道府県名
	

	市町村名
	


平成２２年度戦略的中心市街地商業等活性化支援事業要望総括表（中小企業者向け支援）
①事業概要
	項目
	記載欄
	関連資料（頁）

	事業名
	全体事業名
	
	

	
	施設整備事業名
	
	

	
	活性化事業名
	
	

	事業概要
	
	

	事業実施期間
	　平成　　年　　月　～　平成　　年　　月
	

	
	（うち施設整備事業）

　平成　　年　　月　～　平成　　年　　月

（うち活性化事業）

　平成　　年　　月　～　平成　　年　　月
	

	施設概要

(※施設整備事業以外は記載不要)
	
	

	主要テナント

(※アーケード整備やソフト事業など、テナントがない事業の場合は記載不要。)
	
	


②総事業費及び補助金要望額

	区分
	平成22年度
	平成23年度
	平成24年度
	合計

	施設整備事業
	総事業費
	千円
	千円
	千円
	千円

	
	補助金要望額
	千円
	千円
	千円
	千円

	活性化事業
	総事業費
	千円
	千円
	千円
	千円

	
	補助金要望額
	千円
	千円
	千円
	千円

	合計
	総事業費
	千円
	千円
	千円
	千円

	
	補助金要望額
	千円
	千円
	千円
	千円

	関連資料（頁）
	


③事業者概要
	項目
	記載欄
	関連資料（頁）

	事業者名
	
	

	代表者の

職・氏名
	
	

	主要事業内容
	
	

	資本金

（単位：千円）
	
	

	従業員数

（単位：人）
	
	

	設立年月日
	　　　　年　　　　月　　　　日
	


④事業効果・必要性及び事業の目標

	項目
	記載欄
	関連資料（頁）

	事業効果・必要性
	
	

	事業の目標
	
	


⑤資金調達・収支計画等
	項目
	記載欄
	関連資料（頁）

	資金調達
	借入金
	金融機関

高度化融資
	千円

千円
	

	
	補助金
	国

県・市町村
	千円

千円
	

	
	自己資金
	千円
	

	
	合計
	千円
	

	融資の交渉状況
	
	

	収支計画及び

資金計画
	※特記事項があれば記載
	添付資料３

	長期修繕計画
	※特記事項があれば記載
	添付資料３

	収入見積りの

根拠

（※収入がない場合は記載不要）
	
	


⑥事業の実施体制・連携状況・ニーズ

	項　　　目
	掲載資料

	事業関係者との連携状況
	別紙４－１、（２）、（その２）

	事業関係者の相関図
	別紙４－１、（２）、（その２）

	ニーズ
	別紙４－２


⑦各種図面（広域図・中活エリア図・近辺図）※すべてＡ３版とする
	項　　　目
	掲載資料

	広域図（市内全域及び必要に応じ周辺市町村の状況が分かるもの）
	別紙１－１

	中活エリア図
	別紙１－２

	近辺図（事業の実施場所、他事業との関連が分かるもの）
	別紙１－３

	完成イメージ図
	別紙１－４


⑧現場写真及び周辺写真（複数枚）

	項　　　目
	掲載資料

	事業の実施場所、周辺商店街等の状況が分かる写真
	別紙２


⑨事業スケジュール及び工程表

	項　　　目
	掲載資料

	事業スケジュール及び工程表
	別紙３


⑩補助事業と連携して行う事業・商店街の取組等

※今回申請する事業と連携し、又は事業実施場所（商店街）周辺において実施されてきた事業及び今後実施する事業を記入
	全体評価・効果
	

	今回要望する補助事業と連携した商店街の取組、住民や地権者の協力について
	

	中心市街地における都市機能の集約とにぎわいの回復の一体的な取組について
	


	実施年度
	事業名
	事業目的・内容、事業実施にあたり工夫した点
	事業実施主体
	事業費(千円)
	うち国庫補助金(千円)
	補助金

活用状況
	事業効果

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


【「補助金活用状況」番号参照】　　　　

1. 商・サ補助金　　3. リノベーション補助金　　5. コミュニティ補助金　　7. 戦略補助金　　　　9.  その他経産省の補助金　　11. その他国の補助金活用　　　　12. 市町村の補助制度の活用　　
2. 総合補助金　　　4. 商店街等活性化補助金　　6. 基金　　　　　　　　　8. 少子高齢化補助金　10. 国土交通省の補助金　　　12. 都道府県の補助制度の活用　　13. 活用なし　　　　　　　　　

別紙４―１　
（事業者記載）

平成２２年度　戦略的中心市街地商業等活性化支援事業要望調書【地域基準】（中小企業者向け支援）
（１）地域経済圏の状況（近隣市町村を含む）

	都道府県名
	
	中心市街地の概要及び基本コンセプト

	市町村名
	
	

	申請者
	
	


	
	項目
	数値
	調査年度
	
	数値
	調査年度
	増減(%)
	増減の具体的要因

	市町村全体
	面積（ha）
	／調査年度
	→
	／調査年度
	
	

	
	総人口（人）
	／調査年度
	→
	／調査年度
	
	

	
	観光入込客数（人）
	／調査年度
	→
	／調査年度
	
	

	
	小売業の従業者数（人）
	／調査年度
	→
	／調査年度
	
	

	
	売場面積（㎡）
	／調査年度
	→
	／調査年度
	
	

	
	年間小売販売額（百万円）
	／調査年度
	→
	／調査年度
	
	

	
	小売商店数
	／調査年度
	→
	／調査年度
	
	

	中心市街地
	面積（ha）
	／調査年度
	→
	／調査年度
	
	


	
	居住人口（人）
	／調査年度
	→
	／調査年度
	
	

	
	昼間人口（人）
	／調査年度
	→
	／調査年度
	
	

	
	小売業の従業者数（人）
	／調査年度
	→
	／調査年度
	
	

	
	売場面積（㎡）
	／調査年度
	→
	／調査年度
	
	

	
	年間小売販売額（百万円）
	／調査年度
	→
	／調査年度
	
	

	
	通行量（人）
	／調査年度
	→
	／調査年度
	
	

	
	小売商店数
	／調査年度
	→
	／調査年度
	
	

	
	飲食・サービス業店舗数
	／調査年度
	→
	／調査年度
	
	

	
	小売空き店舗数
	／調査年度
	→
	／調査年度
	
	

	
	大型空き店舗数
	／調査年度
	→
	／調査年度
	
	

	
	公共公益施設数
	／調査年度
	→
	／調査年度
	
	

	定量的・定性的要因からみた活性化の見込み（近隣市町村を含む商業、産業、交通等の地域経済圏の活性化を促す動向）

	















（事業者記載）

（２）中心市街地活性化の取組に係る組織体制（その１）

	市町村
	担当課名称
	

	
	担当者数（うち専任者数）
	人　　　（うち専任者　　人）

	
	商業部局と都市計画部局

との連携体制

	

	
	中心市街地活性化基本
計画の認定状況（該当項
目に○）
	
	認定済
	平成　　年　　　月　　　日　認定

	
	
	
	国へ申請中
	平成　　年　　　月　　　日　申請

	
	
	
	作成予定（申請予定）
	平成　　年　　　月　申請予定

	中心市街地活性化協議会
	中心市街地活性化協議会の設置年月日
	平成　　年　　月　　日

	
	中心市街地活性化協議会の名称
	

	
	中心市街地活性化協議会の構成主体
	①協議会を組織できる者
	ア
	中心市街地整備推進機構又は良好な市街地を形成するためのまちづくりの推進を図る事業活動を行うことを目的として設立された会社
	

	
	
	
	イ
	商工会・商工会議所又は商業等の活性化を図る事業活動を行うことを目的として設立された公益法人又は特定会社
	

	
	
	②上記以外の構成主体
	

	
	事務局となる団体
	

	
	事務局担当者数（うち専任者数）
	人　　　（うち専任者　　　　人）

	
	中心市街地活性化協議会の財源の確保と収支状況
	（例）会員からの負担金、市町村の補助、事業収入など

	
	タウンマネージャー等専門人材の確保等、組織強化への取組み
	※外部からのタウンマネージャーを設置している場合は、その旨も記入すること。


（２）中心市街地活性化の取組に係る組織体制（その２）
	行政と中心市街地活性化協議会との連携体制
	中心市街地活性化協議会の組織図及び連携図

	
	

	商業者との連携体制
	

	
	

	地権者や建物所有者との連携体制
	

	
	

	その他、まちづくり関係者との連携体制
	

	
	


■タウンマネージャーを設置している場合

	タウンマネージャーの活動目標（中心市街地活性化に向けた数値目標）
	タウンマネージャーの目標の管理体制・評価（いつ、だれがどのように評価するのか）

	
	

	タウンマネージャーの活動内容
	タウンマネージャーの年間行動計画

	
	


（３）中心市街地活性化に係るマネジメントの状況（各項目該当する箇所１ヵ所に「○」を記載の上、具体的行動内容を記載）　　　　（事業者記載）







　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＜行動内容及び今後の計画＞
	１．計画

　（Plan）
	①現況分析・把握
	主体的に意見や情報を聞きに出向いている
	データや事実情報の収集をアンケート、ヒアリングなど定期的に実施している
	得たデータ、情報を正確かつ詳細に分析し、結果を効果的に活用している
	

	
	中心市街地を取り巻く環境状況、課題などを正確かつ分析的に捉えているかどうか
	
	
	
	

	
	②計画化
	一般的だが、独自に計画を立案している
	街の特性や状況を考慮した計画になっている
	長期的な発展が現実的・具体的に描かれている
	

	
	やるべき事を具体的な計画案としてまとめ上げているかどうか
	
	
	
	

	２．実行

　（Do）
	①巻き込み
	会議等で関係者に依頼、指示を行っている
	関係者間の利害調整を行い、全体の理解を得ている
	関係者やキーパーソンの動機付けを行い、積極的に動いてもらっている
	

	
	協力してもらわなければならない人たちをきちんと活動に巻き込んでいるかどうか
	
	
	
	

	
	②広報
	関係者への報告、情報共有の場を定期的に作ったり、市報、記者クラブに掲載を依頼したりしている
	目的によってメディアを使い分け、市民や顧客へ活動を浸透させている
	マスコミなどの媒体をこちらから動かしている
	

	
	自分たちの行動を広く知ってもらい、理解してもらうための効果的アプローチをとっているかどうか
	
	
	
	

	３．検証

（Check）
	①変化把握
	検証により、取組上の問題点を理解している
	検証により、街の状況の変化を全体的に正確・冷静に把握できている
	検証により、街とその周辺の状況まで、関連する状況の変化を全て正確・冷静に把握できている
	

	
	活動を取り巻く状況の変化を見落とさず、正確に把握しているかどうか
	
	
	
	

	
	②定量的確認
	取組の成果、効果の有無について客観的なデータや数字などできちんと説明できる
	取組の成果を把握するために適切なデータをとり、効果についてきちんと説明できる
	取組の成果の周辺への波及の有無について、最適なデータをとりきちんと説明できる
	

	
	希望的な観測ではなく、活動の成果を事実データで押さえ、改善ポイントを見出しているかどうか
	
	
	
	

	４．改善

（Action）
	①組織化
	現状の体制で改善できることを具体的に考えている
	育成や開発などの明確な計画を持ち、現状の体制をよりレベルアップしようとしている
	新たな採用や体制変更などの具体的な計画を持ち、より効果的な体制を作ろうとしている
	

	
	より効率的で強固な組織を作り上げていくことに取り組んでいるかどうか
	
	
	
	

	
	②成果向上
	現在の取組による効果が今後も持続できるような計画をもっている
	現在の取組による効果が今後更に拡大・発展するような計画を持っている
	次の新たな活動の計画が明確になり、既にその取組が始まっている
	

	
	一つの成果に安住せず、より高い成果を目指して、次々と取組を行っているかどうか
	
	
	
	


注１．主要事業について回答

注２．行政、中心市街地活性化協議会、商業者等を一つのチームと想定して回答

注３．行動内容及び今後の計画は、具体的事例を回答
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（事業者記載）

平成２２年度　戦略的中心市街地商業等活性化支援事業要望調書
【事業基準】（中小企業者向け支援）

	①中心市街地が抱える問題点（緊急性・変化要因）
	

	②事業の必要性や事業目的及びターゲットやコンセプト
	

	③施設利用計画
	

	④国庫補助がない場合の事業計画
	

	⑤見込まれる利用者数や販売額、通行量の増加及びその数値的根拠
	

	⑥投資効果・事業採算性等の説明
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（事業者記載）
平成２２年度　戦略的中心市街地商業等活性化支援事業要望調書【事業基準】（中小企業者向け支援）














活性化支援事業（ソフト事業）経費等明細
【収入】
	項目
	備考
	金額

	国庫補助額
	
	円

	自己負担額
	
	0円

	
	自己財源
	
	円

	
	自治体単独補助金
	
	円

	
	利用料等
	
	円

	合計
	0円


【経費】
	区分
	内容
	内訳
	積算
	総事業費
	内、補助対象経費

	委

員

会

開

催

に

係

る

経

費
	謝金
	0円
	0円

	
	委員等謝金
	
	円　×　　　　人　　　　　　　＝
	円
	円

	
	旅費
	0円
	0円

	
	委員等旅費
	
	円　×　　　　回　　　　　　　＝
	円
	円

	
	職員旅費
	
	円　×　　　　回　　　　　　　＝
	円
	円

	
	庁費
	0円
	0円

	
	会議費
	
	円　×　　　　人　　　　　回　＝
	円
	円

	
	会場借料
	
	
	円
	円

	
	資料作成費
	
	
	円
	円

	
	通信運搬費
	
	円　×　　　　人　　　　　回　＝
	円
	円

	
	原稿料
	
	円　×　　   　　　　　　　　 ＝
	円
	円

	
	印刷費
	
	円　×　　　　部　　　　　　　＝
	円
	円

	
	消耗品費
	
	
	円
	円

	
	雑役務費
	
	
	円
	円

	
	小　　　　　計
	0円
	0円

	事業
推

進

に

係

る

経

費
	原稿料
	
	円　×　　   　　　　　　　　 ＝
	円
	円

	
	印刷費
	
	円　×　　　　部　　　　　　　＝
	円
	円

	
	消耗品費
	
	
	円
	円

	
	無体財産購入費
	
	
	円
	円

	
	プロバイダ契約料
	
	
	円
	円

	
	回線使用料
	
	
	円
	円

	
	通信運搬費
	
	
	円
	円

	
	広報費
	
	円　×　　　　回　　　　　　　＝
	円
	円

	
	備品費
	
	
	円
	円

	
	機器等賃借料
	
	円　×　　　　月　×  　　　　＝
	円
	円

	
	雑役務費
	
	円　×　　　　日　　　　　　　＝
	円
	円

	
	専門家等謝金
	
	円　×　　　　日　　　　　　　＝
	円
	円

	
	専門家等旅費
	
	円　×　　　　回　　　　　　　＝
	円
	円

	
	委託費
	
	
	円
	円

	
	店舗等賃借料
	
	円　×　　　　月　× 　 　　　＝
	円
	円

	
	内装・設備・施行工事費
	
	
	円
	円

	
	光熱水費
	
	
	円
	円

	
	
	
	
	円
	円

	
	
	
	
	円
	円

	
	小　　　　　計
	0円
	0円

	合　　　　計
	0円
	0円


※店舗等賃借料、内装・設備・施工工事費、光熱水費については、空き店舗等を賃借して事業を行う場合に限る。
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（事業者記載）
平成２２年度　戦略的中心市街地商業等活性化支援事業要望調書【事業基準】（中小企業者向け支援）














中心市街地活性化協議会事務局支援事業　経費等明細
【収入】
	項目
	備考
	金額

	国庫補助額
	
	円

	自己負担額
	
	0円

	
	自己財源
	
	円

	
	自治体単独補助金
	
	円

	
	利用料等
	
	円

	合計
	0円


【経費】
	区分
	内容
	内訳
	積算
	総事業費
	内、補助対象経費

	タウンマネージャー設置経費
	タウンマネージャー経費
	0円
	0円

	
	謝金
	
	円　×　　　　人 　　　　　　 ＝
	円
	円

	
	旅費
	
	円　×　　　　回 　　　　　　 ＝
	円
	円

	
	委託費
	
	
	円
	円

	委員会開催に係る経費
	謝金
	
	0円
	0円

	
	委員等謝金
	
	円　×　　　　人 　　　　　　 ＝
	円
	円

	
	旅費
	0円
	0円

	
	委員等旅費
	
	円　×　　　　回 　　　　　　 ＝
	円
	円

	
	職員旅費
	
	円　×　　　　回 　　　　　　 ＝
	円
	円

	
	庁費
	0円
	0円

	
	会議費
	
	円　×　　　　人 　　　　　 回＝
	円
	円

	
	会場借料
	
	
	円
	円

	
	資料作成費
	
	
	円
	円

	
	通信運搬費
	
	円　×　　　　人 　　　　　 回＝
	円
	円

	
	原稿料
	
	円　×　　　　　 　　　　　 　＝
	円
	円

	
	印刷費
	
	円　×　　　　部 　　　　　　 ＝
	円
	円

	
	消耗品費
	
	
	円
	円

	
	雑役務費
	
	
	円
	円

	調査・研究に係る経費
	調査・研究等経費
	0円
	0円

	
	資料作成費
	
	
	円
	円

	
	通信運搬費
	
	
	円
	円

	
	原稿料
	
	
	円
	円

	
	印刷費
	
	
	円
	円

	
	消耗品費
	
	
	円
	円

	
	雑役務費
	
	
	円
	円

	
	委託費
	
	
	円
	円

	合　　　計
	
	0円
	0円
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（市町村記載）
基本計画認定申請及びタウンマネージャーに関する調書（中小企業者向け支援）
	
	(都道府県名)
	(市町村名)
	（担当課長名）

	
	
	
	（記入者名〈連絡先〉）

	１．中心市街地活性化基本計画認定年月日又は申請予定時期
	　　　　　　　年　　　　　　　月

	２．タウンマネージャーに対する認識・関与等

（タウンマネージャー設置に対する市町村としての認識及び関与等を記載）
	

	３．タウンマネージャーへの支援

（タウンマネージャーが行うタウンマネジメント活動に対する、市町村としての支援の方向性等を記載）
	


※２、３については、中心市街地活性化協議会が、タウンマネージャー設置経費を要望する場合にのみ記入。






















